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 排出事業者には、自らの責任において適
正に処理する義務があります 
 
「事業者は、事業活動に伴って⽣じた廃棄物を、⾃らの責任において適
正に処理しなければならない」（廃棄物処理法第３条）と定められてい
ます（排出事業者責任）。 
 
廃棄物の処理を他⼈に委託することができますが、その場合も⾃治体が
許可した運搬業者に運搬を、同様に許可のある処分業者に処分を、それ
ぞれ委託しなければなりません。 
 
建設⼯事の場合は、発⽣する廃棄物の処理責任は元請けにあり、排出事
業者は元請け業者となります。 

 
 

 運搬又は処分を他人に委託す
る場合は、「委託基準」を守り、
書面で契約を交わさなければ
なりません 
 
排出事業者は、廃棄物の運搬や処分を処理業者などに委
託する場合は、委託基準を守ることが必要です。委託す
る場合には、何よりも、その廃棄物について許可を受け
ている運搬業者や処分業者と事前にそれぞれ委託契約
書を交わすことが法律上必要です。  
また、廃棄物が運搬されるまでの間、保管する場合には、
廃棄物が⾶散したり流出したりして周囲の環境に悪影
響を及ぼさないように「保管基準」を守ることが必要で
す。 

   
 

 運搬又は処分を他人に委託し
引き渡す際に、マニフェストを
利⽤して管理しなければなり
ません 
 
排出事業者は、廃棄物を厳正に管理するため、マニフェ
スト（産業廃棄物管理票の通称）を⾃らの⼿で交付し、
更に５年間保存しなければなりません。 

産業廃棄物の 
排出事業者責任ってなに︖ 

1 

2 

3 

01 
Process 

委託前の 
きほんの知識 1 

処理を委託しても 
責任を問われること
があります 
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産業廃棄物の処理を委託するときは 
 
 
候補となる業者を探す際には、京都府や京都市のＨＰの業者リストが参考となるでしょう。 
また、（公社）京都府産業廃棄物協会では、業者情報のほか、業者紹介を含めた相談に応じてくれるの
で、利⽤されるのも⼀案です。また、当センターでは「京都府・京都市産業廃棄物中間処理業者⼀覧」
を作成し、無料で提供しています。 
 

京都府産業廃棄物処理業者名簿︓http://www.pref.kyoto.jp/sanpai/meibo.html 
京都市産業廃棄物処理業許可業者名簿︓http://www.city.kyoto.lg.jp/kankyo/page/0000109763.html 
公益社団法⼈京都府産業廃棄物協会 産業廃棄物３Ｒ情報等提供事業（処分業者名簿）︓http://180.222.77.133/search/ 
京都府・京都市産業廃棄物中間処理業者⼀覧 http://www.kyoto-3rbiz.org/2015.11.13gyosya-ichiran.pdf 

 
 
また、適正処理を期待できる業者の選択基準として、優良産廃処理業者認定制度の活⽤も考えられます
し、逆に、⾏政処分関連情報から許可を取消された業者かどうかの確認も重要です。 
 
 

       
通常の許可基準よりも厳しい基準に適合した優良な産廃処理業者を、都道府
県・政令市が審査して認定する制度です。平成 22 年度の廃棄物処理法改正
に基づいて創設され、改正法の施⾏日である平成 23 年４⽉１日より運⽤が
開始されました。認定された処理業者は、遵法性や事業の透明性が高く、財
務内容も安定しています。 
 
優良認定業者の情報は「優良さんぱいナビ」から検索できます。 
http://www3.sanpainet.or.jp/ 
 

 
優良産廃処理業者認定制度における
認定を受けるために満たすべき基準  
1 遵法性  
2 事業の透明性  
3 環境配慮の取組  
4 電子マニフェスト 
5 財務体質の健全性 

 
 
平成２２年の法改正により、処理を委託した産業廃棄物処理業者の施設を現地確認することが努⼒義務
として規定されました。契約前であっても現地を訪問して、処理基準を守っているか、委託契約書・マ
ニフェストは適切に保管されているか、場内は清潔に保たれているか、従業員の対応は丁寧か等を情報
収集し、安⼼して処理を委託できるパートナーであるか確認するようにしましょう。 
なお、現地確認を⾏っていない排出事業者は、不法投棄に巻き込まれてしまった場合に措置命令の対象
になる可能性があります。⾃⾝の⾝を守るためにも、定期的に現地確認を⾏うようにしましょう。 

● 処理単価だけの⾒積もり合わせは⼤変危険︕ 
● 許可証や実地を⾒て「任せてよい委託相⼿」かどうか確認を︕ 

優良産廃処理業者認定制度 
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産業廃棄物の処理を委託するときは 
 
 
表 4 委託契約書の記載事項 

必要な条項 
委託の種類 

収集運搬 処 分 
委託する産業廃棄物の種類 ○ ○ 
委託する産業廃棄物の数量 ○ ○ 
運搬の最終目的地 ○ ― 
許可を受けて輸⼊された廃棄物を扱う場合はその旨 ― ○ 
処分⼜は再⽣の場所の所在地 ― ○ 
処分⼜は再⽣の方法 ― ○ 
処分⼜は再⽣に係る施設の処理能⼒ ― ○ 
最終処分の場所の所在地 ― ○ 
最終処分の方法 ― ○ 
最終処分施設に係る処理能⼒ ― ○ 
委託契約の有効期間 ○ ○ 
委託者が受託者に⽀払う料⾦ ○ ○ 
産業廃棄物許可を受けた事業の範囲 ○ ○ 
積替え⼜は保管（収集運搬業者が積替え、保管を⾏う場合に限る）  
 積替え保管場所の所在地 ○ ― 

積替え保管場所で保管できる産業廃棄物の種類 ○ ― 
積替え保管場所での保管上限 ○ ― 
安定型産業廃棄物の場合、他の廃棄物との混合への許否等 ○ ― 

委託者側から適正処理に必要な情報  

 産業廃棄物の性状及び荷姿に関する事項 ○ ○ 
通常の保管で、腐敗・揮発等の性状の変化に関する事項 ○ ○ 
他の廃棄物との混合等により⽣ずる⽀障に関する事項 ○ ○ 
JIS C0950（電化製品の有害物）含有マークの表⽰に関する事項 ○ ○ 
⽔銀使⽤製品産業廃棄物や石綿含有産業廃棄物が含まれる場合は、その旨 ○ ○ 
その他取り扱う際に注意すべき事項 ○ ○ 

契約期間中に適正処理に必要な情報（上記の６項目）に変更があった場合の情報伝達に
関する事項 ○ ○ 

委託業務終了時の受託者の委託者への報告に関する事項 ○ ○ 
委託契約を解除した場合の処理されない産業廃棄物の取扱い ○ ○ 

 
 
 

       
廃棄物処理法では、排出者責任を明確化し、不適正処理の温床をなくすため、原則として廃棄物処理の再委託を認
めていません。しかし、収集運搬業者の⾞両や処理業者の施設の故障など、やむを得ない場合も想定されるため、
条件を定めて、再委託が可能となる場合を規定しています。 
ただし、その場合でも再々委託については例外なく禁⽌されています。 

 
 

再委託!? 
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産業廃棄物の処理を委託するときは 
 
 
■マニフェストの記⼊例 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
記⼊例のとおり、マニフェストは排出事業者が運搬委託時に記⼊すべき欄が大半です。⾯倒がらずに確
実に記⼊しましょう。 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

中間処理業者の記⼊欄 

中間処理業者が中間
処理物を処理委託す
る際に記⼊ 

運搬受託者の記⼊欄 

運搬受託者が受託時
に記⼊・捺印 

中間処理業者の記⼊欄 

中間処理業者が受託
時に記⼊・捺印 

中間処理業者の記⼊欄 

中間処理業者が最終
処分終了後に記⼊ 

運搬受託者の記⼊欄 

運搬受託者が運搬終
了時に記⼊ 

中間処理業者の記⼊欄 

中間処理業者が処分
終了時・最終処分終了
時に記⼊ 

排出事業者の記⼊欄 

排出事業者がＢ2 票、
Ｄ票、Ｅ票が返送され
た時点で、内容を確認
し、日付を記⼊ 

太枠内は排出事業者が⾃ら記⼊しましょう︕ 
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産業廃棄物の処理を委託するときは 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
   
 

 
       

平成 29 年の廃棄物処理法改正によ
り、特別管理産業廃棄物（PCB 廃棄
物を除く。）を 50t／年以上排出する
事業者は、電⼦マニフェストの使⽤が
義務づけされるようになりました。 
施⾏は平成 32 年 4 ⽉から。 
電⼦マニフェストのメリットは様々
あります。義務付けられた排出事業者
は勿論、そうでない事業者も、その導
⼊を積極的に検討しましょう。 

 
法改正により、電子マニフェスト制度が以下の通り強化され
ます。 
特別管理産業廃棄物(PCB廃棄物を除く｡)を50t/年以上排出する事業者は、  
1. 産業廃棄物の運搬・処分を他⼈に委託する場合は、紙マニフェストに

代えて電⼦マニフェストの使⽤を義務付け、運搬受託者・処分受託者
に対し、情報処理センター経由で産業廃棄物の運搬･処分が終了した旨
の報告を求める  

2. 産業廃棄物を引き渡した後⼀定の期間内に、電⼦マニフェストを使⽤
して、産業廃棄物の種類、数量等を情報処理センターに登録する 

紙マニフェストから電子マニフェストへ︕ 

電子マニフェストのメリット 

   

１ 事務処理が簡素化 
● パソコンや携帯電話により、マニフェストの登録･報告が容易 
● マニフェストの保存が不要 
● 過去 5年間の廃棄物処理状況を簡単･迅速に確認 
● 集計･加工や社内システムとの連携が、CSV（エクセル形式）を活用して可能 
● 事務の効率化により人件費の削減が可能  

2 法令遵守（コンプライアンス）ができる 
● 記載漏れの心配がない 
● 終了報告の確認期限が近づくとシステムから排出事業者に注意喚起し、確認漏れを防止  

3 データの透明性を確保 
● 第三者である情報処理センターがデータを管理･保管 
● 情報の修正･取消の情報をシステムで管理 
● 情報の修正･取消は、関係者の承認が必要で､偽造しにくい 
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産業廃棄物の処理を委託するときは 
 
 

       
廃棄物処理法では、事業者は「産業廃棄物の運搬⼜は処分を委託する場合には、当該産業廃棄物の処理の状況に関
する確認」を⾏うよう求めています(法第 12 条第 7 項)。この規定には罰則はないのですが、これを怠ると措置命令
の対象となることがあるので注意が必要。 
措置命令とは⾏政が廃棄物の撤去等を命じる⾏政処分で、不法投棄した処理業者が措置命令を履⾏できない場合、
排出事業者が適正な対価を⽀払っていないときや「法第 12 条第 7 項(中略)の趣旨に照らし排出事業者等に⽀障の除
去の措置をとらせることが適当であるとき」は、排出事業者が措置命令の対象となり得ます。 
排出事業者の責任は大変重く、産業廃棄物が適正に処理されるときまで、その責任は免れません。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

       
2010 年次の記事が新聞に掲載され
ました。汚泥処理を委託していた中
間処理業者に、同社の許可品目にな
い「ばいじん」の処理も追加して委
託してしまったというのが実態と
思われますが、大企業でも廃棄物処
理法の違反を犯してしまうという
エピソードです。 
 
事件の発端はＰ社の不法投棄によ
る逮捕。不法投棄したＰ社が悪いの
は当然ですが、これに関連してＸ社
の委託基準違反も浮き上がってし
まいました。⾃社廃棄物をしっかり
把握し委託契約書やマニフェスト 
管理を徹底していれば、こんな問題
も⽣じなかったことでしょう。 

 
≪Ｘ社本社捜索…無許可業者に産廃委託の疑い≫  

産業廃棄物の中間処理業者に対し、許可されていない産廃の処理を委託した
疑いがあるとして、茨城県警は 16 日午前、東証１部上場の大⼿ゴム製造業
Ｘ社の本社と同社Ｓ⼯場に廃棄物処理法違反（委託基準違反）の疑いで捜索
に⼊った。 
捜査関係者によると、Ｓ⼯場は今年夏、⼯場から出たばいじんの混ざった汚
泥の処分を、ばいじん処理の許可を持たない中間処理業者Ｐ社＝代表者の男
を同法違反で起訴済み＝に委託した疑いが持たれている。中間処理業者は、
取り扱う廃棄物の種類ごとに都道府県知事の許可が必要で、Ｐ社は「汚泥」
の許可は得ていたが、「ばいじん」の許可は得ていなかった。 
同⼯場では 1990 年、回収した使⽤済みタイヤを切断してチップ状に加⼯
し、石炭と混ぜて⼯場の発電⽤の燃料とするリサイクルシステムを導⼊。県
警は、その過程で出たばいじん処理を、１年以上前からＰ社に委託していた
とみている。                   （2010 年 12 ⽉ 16 日 Ｙ新聞より） 

排出事業者による処理状況の確認 
廃棄物処理法では、排出事業者が処理の状況に関する確認を⾏う旨がうたわれており、具体的な処理の
態様も含め、その最後を⾒届けることが望ましいとされています。処理が遠隔地で⾏われている等の事
情がある場合であっても、ＨＰ上での事業者による情報公表等を利⽤して状況の把握に努めて下さい。 

「自分が出した廃棄物が最後どうなっているかわからない」といった状態は厳禁です︕ 

委託契約書の更新 
委託契約書の中には、委託契約終了後もどちらかからの解約の申込みがない限り、委託契約期間終了後
も⾃動的に契約が更新される条文が⼊っていることがあります。この場合、契約更新を意識的に⾏わな
いと、委託内容や、法改正による法定記載事項の変化に気づかす違法状態になってしまうことも。 
⾃社廃棄物の種類や量が変化したり、委託先の許可内容が変わったりして、契約内容の変更が必要にな
る場合があります。⾃社廃棄物や委託先の状況についてアンテナを張り、常に適正な委託契約書となる
ようにしましょう。 

現地確認の重要性 

知らないうちに法違反︖ 
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■ ＰＣＢ低濃度・高濃度判別基準 

 
 
 

  PCB 廃棄物の保管方法 
 
PCB 廃棄物は、処分されるまでの間、廃棄物処理法の特別管理産業廃棄物保管基準に従って保管する必
要があります。また、特別管理産業廃棄物管理責任者を置き、所管の当道府県市の⻑に、毎年 1 回 PCB
廃棄物の保管や処分の状況等について届出をしなければなりません。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 

  中⼩企業等の負担軽減措置 
 
高濃度 PCB 廃棄物を中⼩企業等が処分する場合、その料⾦が軽減される措置があります。⼀定の条件
を満たす中⼩企業者、中⼩企業団体及び法⼈にあっては 70%、個⼈にあっては 95%が軽減されます。
詳しくは JESCO にお問合せください。 
 
 
  主な罰則 
 

PCB 廃棄物の保管基準 

● 周囲に囲いがあること 
● 見やすい箇所に掲示板を設けること 
● 特別管理産業廃棄物が飛散し、流出し、及び地下浸透し、並びに悪臭が発散しないような措置を講じること 
● ねずみが生息し、及び蚊、はえその他の害虫が発生しないようにすること 
● 他のものが混入するおそれのないように仕切りを設けること等の措置を講ずること 
● 容器に入れ密封するなど、PCBの揮発の防止のための必要な措置 
● PCB廃棄物が高温にさらされないための必要な措置 
● PCB廃棄物の腐食の防止のための必要な措置 
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お問合せ先一覧 
  

産業廃棄物に関する⾏政機関 
 廃棄物処理法の解釈、許可業者情報、産業廃棄物管理票交付状況報告書の提出など 
 ※⼀般廃棄物については、各市町村の担当部署にお問合せください。 
 

区 域 
関係機関名称 

 住所・電話番号 

京都市域 
京都市環境政策局循環型社会推進部廃棄物指導課 
 〒604-0924 

京都市中京区河原町⼆条下ル⼀之船⼊町 384 番地ヤサカ河原町ビル 7F 
075-366-1394 

全域（京都市除く） 
京都府環境部循環型社会推進課 
 〒602-8570 京都市上京区下⽴売通新町⻄⼊藪ノ内町 

075-414-4714・4717 

乙訓地域 
（向日市、⻑岡京市、大⼭崎町） 

乙訓保健所 環境衛⽣室 環境担当 
 〒617-0006 向日市上植野町⾺⽴ 8 

075-933-1341 
⼭城北地域 

（宇治市、城陽市、八幡市、京田辺市、久御⼭町、 
井⼿町、宇治田原町） 

⼭城北保健所 環境室 廃棄物対策担当 
 〒611-0021 宇治市宇治若森 7 の 6 

0774-21-2913 

⼭城南地域 
（木津川市、笠置町、和束町、精華町、南⼭城村） 

⼭城南保健所 環境衛⽣室 環境担当 
 〒619-0214 木津川市木津上⼾ 18-1 

0774-72-4303 

南丹地域 
（⻲岡市、南丹市、京丹波町） 

南丹保健所 環境衛⽣室 環境担当 
 〒622-0041 南丹市園部町⼩⼭東町藤ノ木 21 

0771-62-4755 

中丹⻄地域 
（福知⼭市） 

中丹⻄保健所 環境衛⽣室 環境担当 
 〒620-0055 福知⼭市篠尾新町⼀丁目 91 

0773-22-6382・6383 

中丹東地域 
（舞鶴市、綾部市） 

中丹東保健所 環境衛⽣室 環境担当 
 〒624-0906 舞鶴市倉⾕村⻄ 1499 

0773-75-1156 

丹後地域 
（宮津市、京丹後市、与謝野町、伊根町） 

丹後保健所 環境衛⽣室 環境担当 
 〒627-8570 京丹後市峰⼭町丹波 855 

0772-62-1361 
 

その他京都府内の関係団体等 
 

団体名 
関連業務  住所・電話番号・HP アドレス 

NPO 法⼈ KES 環境機構 
ゼロエミッションアドバイザー派遣事業  〒615-0801 京都市右京区⻄京極⾖田町 2 番地 京都⼯業会館内 

075-323-6686  075-321-4767 
http://www.keskyoto.org/ 

公益社団法⼈京都府産業廃棄物協会 
産業廃棄物 3R 情報提供事業  〒601-8027 京都市南区東九条中御霊町 53 番地の 4 Johnson ビル 2F 

075-694-3402 
http://www.kyoto-sanpai.or.jp/ 
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